
平成３０年度２月補正予算(案)のフレーム

１ 第１回定例会提出分 （単位：百万円）

歳 出 歳 入

１ 国補正関連 １５,８０８ １ 地方交付税 ７０６
・公共事業（防災・減災、国土強靱化対策等） １５,０６８

・補助公共 ３,０４９ ２ 国庫支出金 ３,２６９
・単独公共(社会資本整備総合交付金事業） １２,０１９

３ 繰 入 金 △９,８７０

・地方創生拠点整備交付金事業 １０８ ・財政調整基金繰入 △７,７６２

次世代繊維産業支援施設整備（繊維工業試験場） ・その他の繰入 △２,１０８

・その他 ６３２ ４ 県 債 ３,３９１
・心身障害児者施設整備費補助 ４１８ ・補正予算債 ７,４５９

・畜産競争力強化整備 １８０ ・退職手当債 △５００

・その他 ３４ ・臨時財政対策債 △１,６４５

・その他の県債 △１,９２３

２ その他 △２１,２６４

・公共事業 △４,１２１ ５ そ の 他 △２,９５２
・補助公共 △２,８５６

・単独公共 △１,２６５

・その他の不用額等 △１７,１４３

３．債務負担行為の補正

・防災ヘリコプター新機体導入 （２,９５６）

計 △５,４５６ 計 △５,４５６

※ ２月補正後の予算額 ７４５,３９５百万円 （対前年度比１００.７％）

２ 知事による専決処分(２月７日付)分 ※ 地方自治法１７９条に基づくもの（単位：百万円）

ゼロ県債 （１,７００） ※ ゼロ県債は１１月補正分（20億円）

（環境森林部 100、県土整備部 1,600） と合わせて37億円

ゼロ国債 （１,４１７） ゼロ県債とゼロ国債を合わせると、

（環境森林部 317、県土整備部 1,100） 51.2億円を計上

計 （債務負担行為 ３,１１７）

※ ゼロ県債とは、単独公共事業等について、本年度分の支出のない（＝ゼロの）県の債務負担行為を指し、
．．．． ．． ． ．

翌年度予算に係る工事を本年度に前倒し発注することで、公共事業の平準化及び工事の早期完了等を図るも

のであり、本県では特に中小企業を対象とした工事で実施している。

また、ゼロ国債は、国が債務負担行為を設定した補助公共事業で、ゼロ県債と同様に工事の前倒し発注
．．．． ． ．

を行うものである。


